空運業の簿記・会計実務に関する研究(1) -業種固有の経営環境と取引の背景- by 宗田 健一 et al.




































































































































（航空法（昭和 27 年施行，最終改正：平成 23 年 5 月 25 日法律第 54 号），2 条
18 項）。航空運送事業はさらに細分化されており，①本邦内の地点と本邦外の
地点との間又は本邦外の各地間において行う航空運送事業を指す「国際航空運
送事業」（航空法，2 条 19 項），②本邦内の各地間に路線を定めて一定の日時に
より航行する航空機により行う航空運送事業を指す「国内定期航空運送事業」
（航空法，2 条 20 項），および③他人の需要に応じ，航空機を使用して有償で旅
客又は貨物の運送以外の行為の請負を行う事業を指す「航空機使用事業」（航

















































議において採択された条約である国際民間航空条約（Convention on International Civil Aviation，通称， 
シカゴ条約（Chicago Convention）を含め数多くの規制を受けている。たとえば，業界団体として，
ICAO（International Civil Aviation Organization：国際民間航空機関）がある。また，各国定期国際航空


























































615 百万）は約 96％と多大であり，航空事業費（931，615 百万）に占める航空











































































（出所）ANA有価証券報告書（第 62 期 有価証券報告書（2011 年 4 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日まで））より。







































































　(借)  航空機 ×× (貸)  未払金等 ××





　(借)  航空機 ×× (貸)  未払金等 ××
　(借)  航空機仮勘定 ×× (貸)  機材報奨金（資産） ××
設例１−２
　リース契約を締結するとともに，機材報奨費が付与される場合




　(借)  リース料 ×× (貸)  現金預金 ××







































Anne Graham（2008）Manageing Airports:An International PerspectiveThird Edition， 
Elsevier.（中条潮・塩谷さやか訳（2010）『空港経営　民営化と国際化』 中
央経済社。）
Doganis, R (2001), The airline business in the 21st century , Routledge.（塩見英治他訳
（2003）『21 世紀の航空ビジネス』中央経済社。）
Doganis, R (2010), Flying off course : airline economics and marketing (4th ed.) , 
Rontledge.
Morrell, P.S.(2013), Airline Finance(fourth edition) , Ashgate Publishing, Ltd.





第 179 巻第 6 号，36-51 頁。
石川純治他（1995）『会計学・財務論の研究方法 』同文舘出版。
伊勢尚史（2010）「空港発着枠の二次的売買システム　−その背景，現状及び
課題　英国を例として−」『運輸政策研究』第 13 巻第 2 号，24-32 頁。
大木正志（2009）「IASB公開草案　料金規制事業（Rate-regulated activities）」『会
計・監査ジャーナル』2009 年 11 月号No.652，49-53 頁。
金仙淑（2010）「国際航空分野における排出権取引制度の課題」『経済学論叢』（同
志社大学），第 61 巻第 2 号，131-146 頁。



























（附記）本稿は，日本簿記学会第 29 回全国大会（2013 年 8 月 31 日）で報告し
た日本簿記学会・簿記実務研究部会＜中間報告＞『業種別簿記・会計実務の研究』
の原稿（3-13 頁）のうち，当該原稿に掲載できなかった部分を含めて加筆修正
したものである。
